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九州経済産業局知的財産室

知財戦略の重要性及び⽀援メニュー紹介



無形資産の分類イメージ図

1（出典）経済産業省のHPから引用 https://www.meti.go.jp/policy/intellectual_assets/teigi.html



知的財産権の種類
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知財戦略の重要性

イノベーションの国際ランキング（WIPO「グローバルイノベーション指数）が低迷。
⽇本13位 、韓国6位、中国11位（2022年）

（知的財産推進計画2023より抜粋）
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知財戦略の重要性

マークアップ率が低⽔準で推移しており、知財・無形資産の活⽤による差
別化が⾏われていない。

（知的財産推進計画2023より抜粋）
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知財戦略の重要性

特許の創出⼒とグローバルなブランド価値を持つ新事業創出⼒がアンバラ
ンスな状況。

（知的財産推進計画2023より抜粋）
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知財戦略の重要性

○特許の創出⼒とグローバルなブランド価値を持つ新事業創出⼒が
アンバランスな状況。

○イノベーションの国際ランキング（WIPO「グローバルイノベーション指数）が低迷。
⽇本13位 、韓国6位、中国11位（2022年）

○マークアップ率が低⽔準で推移しており、知財・無形資産の活⽤による
差別化が⾏われていない。

競争⼒や新たな価値創出に結実する知財戦略が必要。
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知的財産の６つのメリット
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メリット1

社員の「レベルアップ」を推進できる
・従業員のモチベーションアップ、社内の創意⼯夫の促進
・ノウハウなどの強みの共有で、社員のスキルが向上する

メリット2

競合する企業との「競争で優位」に⽴てる
・模倣品の開発の阻⽌に役⽴つ
・新たな競合者の参⼊防⽌に役⽴つ

メリット3

取引先との「交渉⼒」を強化できる
・⾃社の技術⼒・信頼性の⾼さを取引先に⽰すことができる
・⼤⼿との交渉で「当社にしかできない理由」を⽰すことが可能

メリット4

顧客にオリジナリティーを「伝える」ことができる
・⾃社がもつ独⾃性（オリジナリティ）のPRが可能
・知的財産権をもつことで「本物感」や「安⼼感」を与えることが可能

メリット5

パートナーとの「関係づくり」に⽣かせる
・知的財産権のライセンスにより⾃社の技術や商品を他社に「使ってもらう」ことができる
・パートナーとなる相⼿⽅にも「当社と組む理由」を⽰すことができる

メリット6

他との違いが「⾒える化」される
・知的財産権を取得することで、⾃社の技術や商品の特徴が「⾒える化」され、他社との違いが明確になる 企業の内部に

働くメリット

企業の外部に
働くメリット

企業の強みを⽣かす 知的財産制度活⽤ガイドブック（内閣府沖縄総合事務局）資料より作成



専⾨家選定

⽀援企業選定

専⾨家チームによる伴⾛⽀援

モデル⽀援企業
１２社 成果報告会

成果まとめ

・⽀援成果の普及
・専⾨⼈材のネットワーク
・専⾨家と企業の出会いの場
・事例集による取組発信

事業終了後の⽀援体制構築
・知財総合⽀援窓⼝との連携

企業・専⾨家選定
６⽉〜

伴⾛⽀援
8⽉〜

成果まとめ
令和６年３⽉

 公募を経て、中堅・中⼩・スタートアップ企業を対象に12社を選定し、計５回の⽀援を実施。
 企業への事前ヒアリングを実施した上で⽀援計画を策定。企業の経営課題に応じた専⾨家を選定

し、企業毎の⽀援チームを組成。
 令和５年度より伴⾛⽀援の前に 知財マインドを醸成するための事前研修を⽀援企業向けに新たに

実施。また、事務局会議を開催し、専⾨家、各県知財総合⽀援窓⼝を含む関係者との⽀援計画
共有。

 各社の⽀援を成果発表会・事例集にて発信・横展開。知財窓⼝等と連携したフォローアップ。

選定のポイント
●知財経営と事業成⻑
●経営者の関与 １社あたり５回の⽀援

取組発信と
フォローアップ

企業公募 リーダー専⾨家による
事前ヒアリング

令和５年度チーム伴⾛型知財ハンズオン⽀援事業

事務局会議
⇒⽀援⽅針の共有

事務局会議
⇒フォローアップ⽅針共有

診断⼠

弁理⼠ 弁護⼠

デザイナー

リーダー ※職種はイメージ

事前研修（⽀援企業向け）
7⽉〜

●企業課題に応じたチーム組成
●⽀援計画作成

事前研修

●知財マイン
ドの醸成・知
識の習得

⾦融機関

事前研修企画
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３／６に成果報告会実施予定



４⽉１３⽇ 企業公募スタート（５⽉１７⽇まで）
６⽉ 企業の選定
７⽉ 専⾨家選定・⽀援チーム決定
８⽉ 企業向け研修、専⾨家研修等
9⽉〜令和６年２⽉ 順次⽀援を開始
３⽉6⽇ 成果発表会

令和５年度チーム伴⾛型知財ハンズオン⽀援事業 スケジュール（予定）

令和５年度⽀援企業⼀覧
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＜福岡県＞
株式会社アグリツリー（福岡県那珂川市）農作物の⽣産と太陽光発電を同時に⾏うソーラーシェアリング
株式会社天野商店（福岡県朝倉市）健康調味料のODM製造卸、⾃社銘柄鶏“古処鶏”の加⼯卸
ＨＭＳ株式会社（福岡県福岡市）⼈⼯知能技術とエッジコンピューティング技術
株式会社九州電化（福岡県福岡市）（⾦属）表⾯処理

＜⻑崎県＞
株式会社シキシマ（⻑崎県⻑崎市）陸上・漁労・⽔産加⼯⽤機械装置製造
株式会社フィールドワーカーズ（⻑崎県⻑崎市）衛⽣害⾍調査・研究、機材販売

＜熊本県＞
トイメディカル株式会社（熊本県上益城郡御船町）医療製品・健康⾷品の開発販売
株式会社ふく成（熊本県熊本市）⿂介類、⽔産物の養殖等

＜宮崎県＞
株式会社興電舎（宮崎県延岡市）電気⼯事、システム・ソフトウェア開発、電気設備機器販売
株式会社新原産業（宮崎県北諸県郡三股町）畜産資材製造、販売、施⼯業
森⼭⼯業株式会社（宮崎県延岡市）特殊⾦属の加⼯
株式会社ライトライト（宮崎県宮崎市）事業承継マッチングプラットフォーム「relay(リレイ)」の運営

※下線はスタートアップ・⼤学発ベンチャー



企業の事業フェーズにおける⽀援施策俯瞰図

＜INPIT>
◆J-PlatPatの提供
＜特許庁＞
◆開放特許情報DB
＜中⼩機構＞
◆ J-GoodTech(ジェグテック）

＜中⼩企業庁＞
◆Go-Tech 事業

＜INPIT＞
◆ IPランドスケープ

＜INPIT>
◆J-PlatPatの提供
＜特許庁＞
◆開放特許情報DB
＜中⼩機構＞
◆ J-GoodTech(ジェグテック）

＜中⼩企業庁＞
◆Go-Tech 事業

＜INPIT＞
◆ IPランドスケープ

＜特許庁＞
◆お助けサイト
~通知を受け取った⽅へ~

＜特許庁＞
◆特許料等の減免

＜特許庁＞
◆⾯接審査（出張・TV)
◆早期審査・審理

＜INPIT＞
◆営業秘密・知財戦略相談

＜特許庁＞
◆お助けサイト
~通知を受け取った⽅へ~

＜特許庁＞
◆特許料等の減免

＜特許庁＞
◆⾯接審査（出張・TV)
◆早期審査・審理

＜INPIT＞
◆営業秘密・知財戦略相談

＜特許庁＞
◆知財ビジネス評価書・

提案書

＜特許庁＞
◆知財ビジネス評価書・

提案書

＜INPIT＞
◆新興国等知財情報データバンク
＜特許庁＞
◆海外知財訴訟リスク対策マニュア
ル・模倣対策マニュアル

＜各県⽀援センター＆JETRO＞
◆外国出願費⽤補助
＜JETRO＞
◆模倣品対策⽀援
◆冒認商標無効・取消係争⽀援
◆防衛型侵害対策⽀援 等
＜特許庁＞

＜INPIT＞
◆海外知財プロデューサー
◆海外展開知財⽀援窓⼝

＜INPIT＞
◆新興国等知財情報データバンク
＜特許庁＞
◆海外知財訴訟リスク対策マニュア
ル・模倣対策マニュアル

＜各県⽀援センター＆JETRO＞
◆外国出願費⽤補助
＜JETRO＞
◆模倣品対策⽀援
◆冒認商標無効・取消係争⽀援
◆防衛型侵害対策⽀援 等
＜特許庁＞

＜INPIT＞
◆海外知財プロデューサー
◆海外展開知財⽀援窓⼝

＜INPIT＞ ◆専⾨家派遣、加速的⽀援 ＜特許庁＞ ◆ IPAS（スタートアップ）
＜中⼩機構＞ ◆ハンズオン⽀援（専⾨家派遣） 10

＜中⼩企業庁＞
◆ものづくり補助⾦、⼩規模事業者持続化補助⾦

【知財情報の提供】

【資⾦調達⽀援】

【審査・審判におけるサポート】

【専⾨家による助⾔】

アイデア・研究開発 知財の取得 製品化 海外展開



J-PlatPatの概要

J-PlatPatは、インターネットで無料で利⽤できる、国内最⼤級の技術情報データベース

 1999年に特許電⼦図書館（IPDL）サービスを開始。2015年3⽉にJ-
PlatPatとしてリニューアルし、2019年5⽉にUIを刷新・機能を改善

 特許、実⽤新案、意匠、商標の国内外の公報等約１億3千万件を、⽂献
番号、キーワード等により検索することが可能

 特許審査官が⽤いる検索システムと共通の検索機能（特許分類とキー
ワードの掛け合わせ、近傍テキスト検索等）を搭載。

 特許庁が受理・発出する審査・審判関係の書類（拒絶理由通知等）や
経過情報を迅速（発送書類は原則、発送の翌営業⽇）に提供。 ＜特許情報プラットフォーム (J-PlatPat)＞

https://www.j-platpat.inpit.go.jp/
（サービス提供時間︓原則、⼟・⽇も含め24時間稼働）
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IPランドスケープ⽀援事業①

12

いま、企業の強みは「⾒える強み」から「⾒えない強み（知財等）」へ変化しています。
本事業では、⼀般的に企業が「経営」や「事業」の課題を考える際に考慮する市場や事業の情報に加え、
企業の強みである「知財」の情報を組合せ、企業様が抱える課題に向けた提案を⾏います。

知財に関する情報

市場や事業の情報・強み（知財）を踏まえた提案

◆特許・意匠・商標
◆技術（論⽂など）
◆その他無形資産（ノウハウ、ブランド等）

◆市場情報（規模、シェアなど）
◆事業情報（ビジネスモデル、財務など）
◆⾃社内部情報（ビジョン、製品、⼈材など）
◆⾃社保有の他社情報（営業情報、連携先など）

「経営」や「事業」に関する具体的な課題

市場や事業等の情報

専⾨家

報告・対話

事務局



IPランドスケープ⽀援事業②
ビジネスを⾏う業界は決まっているが、どういう⽅向で強化すればよいか悩んでいる⽅へのご⽀援の例
です。
この例では、技術の強み・弱み分析や、業界トレンドの把握を通して、ビジネス強化の⽅向性について
コメントをいたします。

●●技術に関する
A社の保有特許概要

1. 競合把握 2. 特許の
課題×解決⼿段分析

3. 業界トレンド
情報収集

●●業界の
主要プレーヤー

まず、貴社の事業分野の主
要プレーヤーを特定いたし
ます。分野に応じて、市場
シェア・特許数等、適切な
情報で主要プレーヤーを洗
い出します。

ア
ウ
ト
プ
ỿ
ト
イ
メ
ổ
ジ

⼿段A
⼿段B
⼿段C
⼿段D
⼿段E

課
題
A

課
題
B

課
題
C

課
題
D

洗い出した上位プレーヤー+
貴社が保有する、関連特許
の「課題」「解決⼿段」を
分析し、各者の技術的な強
み・弱みを明らかにいたし
ます。

●●市場のトレンド
●●市場では近年▲▲へのニーズがた
かまっており、これに対応して◆◆性
の⾼い製品が多く表れている。

●●市場の最近のトピックス

内容時期

・・・・・・20XX.X.X

・・・・・・20XX.X.X

・・・・・・20XX.X.X

業界レポートやプレスリ
リース等から、市場のニー
ズやトレンドに関する情報
を収集いたします。

結論

4. ビジネス強化の
⽅向案についてコメント

分析結果を踏まえ、他社と
の差別化や業界トレンドと
の親和性といった観点から、
ビジネス強化の⽅向性につ
いてコメントします。

分
析
結
果

貴社強み トレンド

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・・・・・
・・・・・
・・・・・

・

結
論

・・・・・・・・・・・・・・
・・・・・・・・・・・・・・

今までにこんな課題を抱える⽅をこのアウトプットでご⽀援してきました
• 新たに●●業界に参⼊することが決まったが、競合や業界のことがよくわかっておらず、どういう⽅

向で製品開発を進めれば競争⼒を獲得できるかわからない等

実
施
事
項
の
概
要
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減免制度

 資⼒上の制約により⼿数料が納付できないとの理由で特許権が取得されないとすると、発明を奨励し、産業の発
達に寄与するという特許法の⽬的が達成されない

 そこで、特定の者を対象に、納付すべき各種⼿数料を軽減または免除することで知財活動を促進
 料⾦納付等の際に申請を⾏うことにより、各種⼿数料が軽減または免除される

審査
請求料
審査
請求料

特許料特許料

138,000円＋
4,000円×請求項数
138,000円＋

4,000円×請求項数

（1〜3年）
毎年 4,300円＋
300円×請求項数

（1〜3年）
毎年 4,300円＋
300円×請求項数

（4〜6年）
毎年 10,300円＋
800円×請求項数

（4〜6年）
毎年 10,300円＋
800円×請求項数

（7〜9年）
毎年 24,800円＋
1,900円×請求項数

（7〜9年）
毎年 24,800円＋
1,900円×請求項数

（10年）
毎年 59,400円＋
4,600円×請求項数

（10年）
毎年 59,400円＋
4,600円×請求項数

減免対象となる料⾦

（国内出願） （PCT国際出願）

送付⼿数料送付⼿数料

調査⼿数料調査⼿数料

国際出願
⼿数料※

国際出願
⼿数料※

17,000円17,000円

143,000円143,000円

151,000円(オンラインの場合)

+2,200円×30⾴を超える⾴数
151,000円(オンラインの場合)

+2,200円×30⾴を超える⾴数

予備審査
⼿数料
予備審査
⼿数料

34,000円34,000円

取扱⼿数料※取扱⼿数料※ 29,300円29,300円

2022.4.1以降の料⾦ 2023.1.1以降の料⾦

※満額の⼿数料を納付した後、
申請により所定の割合が交付される 14



＜減免制度＞対象者及び軽減率

 従来は対象でなかった中⼩企業も新たに減免対象者に。
 PCT国際出願に関する⼿数料の軽減対象者も⼤幅に拡⼤。

軽減率
対象者

PCT国際出願に関する手数料出願審査請求料、特許料(1～10年)

1/2に軽減1/2に軽減中小企業

1/2に軽減1/2に軽減研究開発型中小企業

1/3に軽減1/3に軽減小規模企業・中小スタートアップ企業

1/4に軽減1/4に軽減福島特措法の認定中小企業

軽減なし1/2に軽減法人税非課税中小企業

1/2に軽減1/2に軽減

大学等研究者、大学、高等専門学校、
TLO、試験研究独立行政法人等、公設
試験研究機関を設置する者、試験研究
地方独立行政法人等

軽減なし免除または1/2に軽減生活保護受給者、市町村民税非課税者

軽減なし1/2に軽減所得税非課税者、事業税非課税者

15



外国出願費⽤補助

海外市場での販路開拓や円滑な営業展開、また模倣被害への対策には、
進出先において特許権や商標権等を取 得することが重要です。

特許庁では、外国へ特許、実⽤新案、意匠⼜は商標の出願を予定してい
る中⼩企業等に対し、都道府県中⼩企 業⽀援センター等を通じて、外国出
願に要する費⽤の 1 / 2 を助成します。

補助率 1 / 2 
上限額 1 企業あたり︓300万円

1 案件あたり︓特許 150万円
実⽤新案・意匠・商標 それぞれ60万円
冒認対策商標 30万円
※冒認対策商標とは、冒認出願の対策を⽬的とした商標出願
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知財総合⽀援窓⼝（無料相談窓⼝）

知財ポータル で検索︕

1,100を超える⽀援事例や知財コラム等を紹介しています。
ポイント１
相談無料、もちろん秘密厳守です︕
ポイント２
経験豊富な企業ＯＢ等の⽀援担当者が、相談内容に応じて
アドバイスします︕訪問による⽀援も可能です。
ポイント３
専⾨家からのアドバイスも無料で受けられます︕

• 中⼩企業等が抱える様々な経営課題について、⾃社のアイデア、技術、ブランドなどの“知的
財産”の側⾯から解決を図る⽀援窓⼝として、４７都道府県に知財総合⽀援窓⼝を設置。
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九州経済産業局 知的財産室
電話︓０９２－４８２－５４６３
FAX︓０９２－４８２－５３９２

ご静聴ありがとうございました。
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